
社会福祉施設等の立地に関する指導要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉施設又は医療施設（以下「社会福祉施設等」という。）

における土砂災害の未然防止や防災対策の強化を図るため、土砂災害警戒区域及び

土砂災害特別警戒区域（以下「土砂災害警戒区域等」という。）での立地を抑制す

る指導等について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象の施設及び建築物） 

第２条 この要綱において対象とする社会福祉施設等の施設の種別は、別表１に掲げ

る施設であって、そのうち対象とする建築物は、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）第２条第４号で定義される居室を有する建築物とする。 

 

（対象の整備） 

第３条 この要綱において対象とする社会福祉施設等の施設の整備の区分とその内容

は、次の各号に掲げるものとする。 

(１)創 設  新たに施設を整備するもの（既存の建築物を利用する場合を含む｡） 

(２)改 築  既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備(一部改築を含む｡）

をするもの 

(３)増 築  既存施設の現在定員の増員を図るための整備をするもの 

(４)増改築  既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとともに 

既存施設の改築整備（一部改築を含む｡）をするもの 

 (５)その他  災害復旧等施設の大部分以上の改修を行うもの 

 

（対象の区域と土地の範囲） 

第４条 この要綱において対象とする区域は、次の各号に掲げる区域であり、建築物

の存する土地又は建築物の建築を予定する土地の全部又は一部が区域内にある場

合とする。 

（１）土砂災害警戒区域 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律（平成１２年法律第５７号。以下「土砂災害防止法」という。）

第７条第１項に規定する土砂災害警戒区域をいう。 

（２）土砂災害特別警戒区域 土砂災害防止法第９条第１項に規定する土砂災害特

別警戒区域をいう。 

 

（事前相談） 

第５条 別表１に掲げる施設の整備を行おうとする者は、第７条の「事前協議書」の

提出を予定している場合を除き、県又は施設が所在（予定を含む。）する市町に対

し、様式１により、あらかじめ、施設の種別、規模、所在地等の当該整備の内容を

申し出るものとする。 

 

（事前相談案件に係る市町から県への連絡） 

第６条 市町は、前条の「事前相談」があった場合は、その内容について、様式２に

より、県に連絡をするものとする。 



（事前協議書の提出） 

第７条 別表１に掲げる施設の整備を行おうとする者は、県に補助金の交付申請を直

接に行おうとする場合には、当該整備を予定する年度の前の年度で別途指定する日

までに事前協議書（様式３）を提出するものとする。 

２ 市町は、別表１に掲げる施設の整備で、市町が補助金を交付しようとし、かつ、

その額の全部又は一部について、県に補助金の交付申請を行おうとする場合には、

本要綱の趣旨を踏まえつつ、補助対象の選定等の必要な調整を行うとともに、別途

指定する日までに事前協議書（様式４の１及び様式４の２）を提出するものとする。 

 

（区域の確認） 

第８条 県は、第５条の「事前相談」、第６条の「連絡」又は前条の「事前協議書の

提出」のいずれかがあった場合は、当該施設の整備を予定する土地が、土砂災害警

戒区域等（公表された基礎調査の結果により、将来土砂災害警戒区域等に指定され

る予定の区域を含む。以下、この要綱の各条文について同じ。）に所在しているか

について、確認をするものとする。 

２ 県は、別表１に掲げる施設の整備を行おうとする者が、県の補助金の交付を受け

ないで、施設の設置又は事業を行おうとする場合には、当該設置等の申請又は開始

等の届出をするときに、前項で定める確認をするものとする。 

 

（土砂災害警戒区域等に係る指導） 

第９条 県は、前条第１項又は前条第２項の確認の結果、当該土地のある区域が土砂

災害警戒区域等に該当している場合には、当該施設の整備を行おうとする者に対し

て、当該土地のある区域の指定等に係る土砂災害の種類及び区域の範囲、その他防

災上必要な情報の周知を行うとともに、当該土地のある区域以外で、土砂災害警戒

区域等に該当していない土地で整備を行うよう指導をするものとする。なお、市町

から第６条の「連絡」があった場合には、当該市町に、その内容を連絡するものと

する。 

２ 前項の場合において、市町が補助金を交付しようとし、かつ、その額の全部又は

一部について、国又は県に補助金の交付申請を行おうとする場合においては、県は、

市町に対して、当該土地のある区域の指定等に係る土砂災害の種類及び区域の範

囲、その他防災上必要な情報の周知を行うとともに、当該市町が当該施設の整備を

行おうとする者に対して指導に努めるよう、要請をするものとする。 

 

（土砂災害警戒区域等における整備に係る指導） 

第１０条 県は、第８条第１項、同条第２項の確認の結果、第９条第１項の指導にも

関わらず、次のアからエのいずれかを理由として、やむを得ず当該土地において

別表１に掲げる施設の整備を行おうとする者に対し、次項の指導を行うものとす

る。 

ア 当該施設の整備を行うことを目的に、新たに当該土地を所有、賃借若しくは開

発をし、又はそのための契約を終えた後に、土砂災害警戒区域等の指定がされた

もので、当該土地以外の土地に変更して整備を行うことが困難であると認められ

るもの 

イ 施設を利用する上で、通所や送迎等の利便性が著しく低下する場合や地元との



調整等の理由により、当該土地での整備がやむを得ないと認められるもの 

ウ 施設の経営上、新たな土地の取得が困難なもの 

エ その他特別の事情により、当該土地での整備がやむを得ないと認められるもの 

２ 当該施設の整備を行おうとする者は、当該土地の危険性を十分に踏まえ、施設の

利用者及びその保護者等に対し、当該土地のある区域の指定等に係る土砂災害の種

類及び区域の範囲、その他防災上必要な情報の周知を行うとともに、市町との情報

伝達体制や施設の立地状況を踏まえた避難場所、避難体制等を記載した「防災マニ

ュアル」の作成又は見直しなど、防災対策の徹底を図るものとする。 

 

（補助の取扱い） 

第１１条 山口県補助金等交付規則（平成１８年山口県規則第１３８号）のほか、別

に定める補助金交付要綱に基づき、県が直接又は間接に補助金を交付しようとする

別表２に掲げる施設については、次のアからイのいずれかの事項に該当する場合に

は、補助しないものとする。 

ア 第８条第１項の確認をする場合において、当該土地が土砂災害警戒区域等にあ

るにも関わらず、前条第１項に示す理由に該当しないとき 

イ 前条第１項に該当する場合で、前条第２項の確実な履行が見込まれないと判断

されるとき。 

２ 前項のうち、特に知事が必要と判断した施設の整備については、適用しないもの

とする。 

 

（指導内容の確保） 

第１２条 県は、第１０条第２項の指導を行った社会福祉施設等に対しては、指導監

査の機会等において、随時、その状況について確認し、必要な指導を行うものとす

る。 

 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年７月１２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年１０月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１１月１８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年 ６月２３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年 ７月 ９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 ２年 ５月１９日から施行する。 



附 則 

この要綱は、令和 ５年 ５月１８日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和 ６年 ６月１０日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和 ７年 ５月２８日から施行する。 

 

 

  



別表１（第２条関係） 

区  分 施 設 の 種 別 

保護施設 救護施設 更生施設 授産施設 宿所提供施設 

高齢者関係施設 

養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 軽費老人ホーム（ケアハ

ウス） 有料老人ホーム 指定介護老人福祉施設 介護老人保健

施設 介護医療院 指定（介護予防）短期入所生活介護事業所 

指定（介護予防）短期入所療養介護事業所 サービス付き高齢者

向け住宅（（介護予防）特定施設入居者生活介護に限る。） 指定

（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所 指定複合型サービ

ス事業所 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所（グ

ループホーム） 指定（介護予防）通所介護事業所 指定（介護予

防）通所リハビリテーション事業所 指定(介護予防）認知症対応

型通所介護事業所 

児童関係施設 

助産施設 乳児院 母子生活支援施設 児童養護施設 児童心理

治療施設 自立援助ホーム ファミリーホーム 保育所 幼保連

携型認定こども園 認可外保育施設 児童厚生施設（児童館・児

童センター） 小規模保育事業所 放課後児童クラブ 

障害（児）者 

関係施設 

障害者支援施設 福祉型障害児入所施設 医療型障害児入所施設 

共同生活援助事業所 宿泊型自立訓練事業所 短期入所（空床型

を除く） 療養介護事業所 生活介護事業所 機能訓練事業所 

生活訓練事業所 就労移行支援事業所 就労継続支援Ａ型事業所 

就労継続支援Ｂ型事業所 就労定着支援事業所 就労選択支援事

業所 児童発達支援センター 児童発達支援事業所 放課後等デ

イサービス事業所 居宅介護事業所 重度訪問介護事業所 同行

援護事業所 行動援護事業所 地域移行相談支援事業所 地域定

着相談支援事業所 計画相談支援事業所 障害児相談支援事業所

 自立生活援助事業所 居宅訪問型児童発達支援事業所 保育所

等訪問支援事業所 福祉ホーム 盲導犬訓練施設 介助犬訓練事

業所 聴導犬訓練事業所 

その他 

社会福祉施設 
無料低額宿泊施設 

医療関係施設 病院 有床診療所 助産所（入所） 

 

  



別表２（第１１条関係） 

区  分 施 設 の 種 別 

保護施設 救護施設 更生施設 授産施設 宿所提供施設 

高齢者関係施設 

養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 軽費老人ホーム（ケアハ

ウス） 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 

指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所（グループホー

ム） 

児童関係施設 

助産施設 乳児院 母子生活支援施設 児童養護施設 児童心理

治療施設 自立援助ホーム ファミリーホーム 保育所 幼保連

携型認定こども園 認可外保育施設 児童厚生施設（児童館・児

童センター） 小規模保育事業所 放課後児童クラブ 

障害（児）者 

関係施設 

障害者支援施設 福祉型障害児入所施設 医療型障害児入所施設 

共同生活援助事業所 宿泊型自立訓練事業所 短期入所（空床型

を除く） 療養介護 福祉ホーム 盲導犬訓練施設 

その他 

社会福祉施設 
無料低額宿泊施設 

医療関係施設 病院 有床診療所 助産所（入所） 

 

 

  



様式１（第５条関係） 

  年  月  日  
 

 山口県知事 

                 様 

（市 町 長） 
 

                  住   所                

                  法 人 名 ※又は、法人設立準備委員会名、市町名 

                                      

                  代表者氏名                

                  電 話 番 号               
 

施設整備に係る事前相談について 
 

 この度、 （ 法 人 名 等 ） は、下記のとおり、施設の整備を計画してい

ますので、あらかじめお知らせします。 
 

記 

施設種別 
 

 
施設名 

 

 

所在地 
 

 
定 員 

 

        人 

整備の区分 
 

 
整備の時期 

 

 

構造・規模 

 

 

                                    （延べ床面積：    ㎡） 

整備の理由 

 

 

 

土地選定の

理由 

 

 

 

事業費 

 総事業費：     百万円 

 資金計画：(国庫補助  ：   百万円)(県 補 助  ：   百万円) 

           (市町補助  ：   百万円)(自己資金  ：   百万円) 

  借入金：(      ：   百万円)(      ：   百万円) 

備考 

 

 

 

 ※土地の所在が分かる地図等を添付のこと。 

  



様式２（第６条関係） 

  年  月  日  

 

 山口県知事           様 

 

                                               （ 市 町 長 ）   

 

施設整備に係る事前相談について（お知らせ） 

 

 この度、 （ 法 人 名 等 ） から、下記のとおり、施設の整備に係る相談 

を受けましたので、お知らせします。 
 

記 

法人名 

（電話番号） 

 

 

 

代表者 

氏 名 

 

 

 

施設種別 
 

 
施設名 

 

 

所在地 
 

 
定 員 

 

        人 

整備の区分 
 

 
整備の時期 

 

 

構造・規模 

 

 

                                    （延べ床面積：    ㎡） 

整備の理由 

 

 

 

土地選定の

理由 

 

 

 

事業費 

総事業費：     百万円 

 資金計画：(国庫補助  ：   百万円)(県 補 助  ：   百万円) 

           (市町補助  ：   百万円)(自己資金  ：   百万円) 

  借入金：(      ：   百万円)(      ：   百万円) 

備考 

 

 

 

 ※土地の所在が分かる地図等を添付のこと。 

  



様式３（第７条第１項関係） 

  年  月  日  
 

 山口県知事           様 
 

                  住   所                

                  法 人 名 ※又は、法人設立準備委員会名、市町名 

                                      

                  代表者氏名                

                  （電話番号）               
 

施 設 整 備 事 前 協 議 書 
 

     年度の施設整備補助金の交付申請に関する下記の内容について、事前協議 

をお願いします。 
 

記 

施設種別 
 

 

施設名  

 

所 在 地 
 

 

定 員  

        人 

整備の区分 
 

 

整備の時期  

 

構造・規模 
 

                                    （延べ床面積：    ㎡） 

整備の理由 
 

 

土地取得の 

状況及び 

選定の理由 

 

 

（選定理由） 

 

事 業 費 

 総事業費：     百万円 

 資金計画：(国庫補助  ：   百万円)(県 補 助  ：   百万円) 

           (市町補助  ：   百万円)(自己資金  ：   百万円) 

  借入金：(      ：   百万円)(      ：   百万円) 

補助区分 国庫補助  公益補助  単県補助 補助額 
 

         百万円 

備   考 

 

 

 

 ※土地の所在が分かる地図等を添付のこと。 

  



様式４の１（第７条第２項関係） 

  年  月  日  

 

 山口県知事           様 

 

                                               （ 市 町 長 ）   

 

施 設 整 備 事 前 協 議 書 

 

 このことについて、     年度     市（町）が補助を予定する下記施設

整備における県補助金交付申請について、事前協議をお願いします。 
 

記 

 

№ 施設種別 施 設 名 施 設 所 在 地 整備区分 法 人 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式４の２（第７条第２項関係） 

  年  月  日  
 

 （市町長） 様 
 

                  住   所                

                  法 人 名 ※又は、法人設立準備委員会名、市町名 

                                      

                  代表者氏名                

                  （電話番号）               
 

施 設 整 備 事 前 協 議 書 
 

     年度の施設整備補助金の交付申請に関する下記の内容について、事前協議 

をお願いします。 
 

記 

法人名 
 

 
代表者 

 

 

施設種別 
 

 
施設名 

 

 

所在地 
 

 
定 員 

 

        人 

整備の区分 
 

 
整備の時期 

 

 

構造・規模 
 

                                    （延べ床面積：    ㎡） 

整備の理由 
 

 

土地取得の 

状況及び 

選定の理由 

 

 

（選定理由） 

 

事業費 

 総事業費：     百万円 
 資金計画：(国庫補助  ：   百万円)(県 補 助  ：   百万円) 
           (市町補助  ：   百万円)(自己資金  ：   百万円) 
  借入金：(      ：   百万円)(      ：   百万円) 

補助区分 国庫補助  公益補助  単県補助 補助額 
 
         百万円 

備考 

 

 

 

 ※土地の所在が分かる地図等を添付のこと。 


